（様式１）

事故発生時の連絡・報告に関する取扱要領
　この要領は、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）をはじめとする国の省令に規定される事故発生時の市・町への連絡について、速やかに、かつ正確な連絡・報告が行われるよう、取扱を定めるものである。

１．本要領の対象となる事業者及びサービス

介護保険指定事業者及び基準該当サービス事業者（以下「事業者」という。）が行う介護保険適用サービスとする。

２．市又は町及び関係機関へ連絡する事故の範囲
（１）事業者は、次に定める事故等が発生した場合には速やかに市または町へ連絡するものとする。

　　①サービス提供時に発生した死亡事故
　　②サービス提供時に発生した受傷、転倒、誤嚥等により医療機関の受診を要した事故で、入院または継続的な通院が必要とされたもの

　　③利用者に受傷等はないが、サービス提供時に発生した事故（送迎時の交通事故、ヘルパー訪問時の物損事故等）
　　④感染症・食中毒について、サービス提供に関連して発生したと疑われるもので死亡者または週に２名以上の重篤患者が発生したもの
　　⑤その他、サービス事業管理者において市または町への連絡が必要と認めた事故（利用者への虐待、体罰、人権侵害、利用者からの預り金の横領、個人情報の紛失などの不祥事等）
　※ 事業者側の過失の有無は問わない（利用者の過失による事故であっても、上記に該当する場合は報告すること）。
（２）利用者が、事故発生からある程度の期間を経て死亡した場合、または入院期間が長期（３週間以上）に及んだ場合は、事業者はその後の経過を記載し、報告すること。
（３）事業者は、サービス提供時の死亡事故や受傷事故で自らの過失による疑いがあるときは、必ず警察への連絡を行うものとする。
また、食中毒の発生や感染症、インフルエンザの発症等で関連する法律等に関係機関への届出義務がある場合はそれに従うものとする。
３．連絡・報告の手順
（１）事故発生後、事業者は速やかに電話等で事業所が所在する市または町の担当課、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に報告することとする。（事業者名、報告者名、介護サービスの種類、利用者の住所・氏名・生年月日・被保険者番号・要介護度、事故発生日時、事故発生場所、事故の種別等）
（２）必要に応じ、事故処理の経過についても、電話等で市または町に適宜報告する。
（３）事故処理後、事業者は速やかに「事故報告書（様式１）」を市または町に提出することとし、必要に応じ内容等を説明することとする。

４．連絡・報告先

事業所が所在する市または町へ連絡・報告を行うこととする。
事故の対象者が雲南広域連合の被保険者である場合のほか、雲南広域連合の被保険者でない場合でも、雲南地域に所在する事業所で発生した事故については報告の対象とする。
５．連絡・報告の流れ図
市・町は、事業者から連絡・報告を受けた時は、速やかに事故発生時の状況を把握するとともに雲南広域連合へ報告する。併せて市・町としての対応を次のとおり協議し決定する。


　　　　　　　　　連絡・報告（様式１）

状況確認　　　　　　　　　　　

必要に応じ指導

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　告

　　　　　　必要に応じ指導
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　必要に応じ報告
　※なお、雲南広域連合は、次の事由による事故については、事業者から提出された事故報告書の写しを添えて島根県に報告することとする。
1 サービス利用者の死亡または重症（事故により長期間入院した）事故
2 利用者への身体拘束が原因と推定される事故

3 特異な事由が原因と推定される事故

4 事業者の法令違反や職員の不祥事が原因と推定される事故

5 その他、県に報告することによって同様の事故発生が防止できると考えられる事故

内部協議








島根県








事業者





事業所所在地市町介護保険担当課





必要に応じ市または町と協議








雲南広域連合









